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要旨：筆者らの既往研究では，CLT（Cross Laminated Timber）壁を内蔵する単層単スパン RC 架構の構造

性能に CLT 壁が与える影響を把握するための静的載荷試験を実施した。とくに，CLT 壁の内蔵により RC

架構の初期剛性及び水平耐力の増大に寄与することを実験的に確認した。本稿では CLT 壁が RC 架構の

構造性能に与える影響をより詳細に検討するため，数値解析を計画し上記実験の試験体の挙動を再現す

ることを試みた。マルチスプリングモデルを用いた数値解析により荷重－変形関係を概ね再現できた。さら

に，解析結果を用いて実験で観察された CLT 壁のロッキング挙動を考慮した梁応力図を示した。 

キーワード：数値解析，鉄筋コンクリート，耐震性能，耐震壁，木質壁 

 

1. はじめに 

 近年，地球温暖化の防止，また，持続可能な社会の実

現に向けて，世界の CO2削減への取り組みが社会的な課

題となっている 1)。わが国では木材の有効利用による環

境問題への対応，林業や木材の産業活性化による地域経

済の発展，また森林保全などの観点から，建築領域での

木材資源の活用が課題となっている 2)。そこで，施工が

容易で高強度な CLT の利用に注目が集まっており，大規

模施設等で利用され始めている。しかし，これらの大規

模木造建築物には防耐火性能が要求されるため，RC 造

や S造と組み合わせた木質混構造とすることが有効であ

る。現在，S 造と CLT 壁を組み合わせる研究は進んでい

るが 3), 4)，CLT 壁を内蔵する RC 架構の構造性能に関し

ては十分に明らかにされていない。 

以上のような研究背景を踏まえ，著者らは混構造建物

の靭性を確保することを目的とし，CLT 壁と周辺架構の

境界を剛接合しない工法を対象とした研究を実施してき

た。梁降伏型の RC 架構を対象とした既往研究 5)では，

単層単スパン RC架構に CLT壁を内蔵する試験体を対象

に静的載荷実験を実施した。その結果，柱梁架構のみの

場合より架構の初期剛性及び最大耐力が増大し，架構の

変形性能が向上することが確認された。しかし，CLT 壁

の内蔵が一般的な構造設計で計画される梁降伏型架構に

与える正負の影響や，その数値解析手法の提案など，未

だに十分に明らかになっていない。 

 そこで，本研究では CLT 壁が梁降伏型 RC 架構の構造

性能に与える影響を解析的に検討することを主目的とし，

マクロモデルを用いて数値解析を行い，既往研究 5)の実

験結果との比較することでその妥当性を検証する。さら

に，解析的な分析を通して CLT 壁のロッキング挙動によ

るパンチングシアを受けた梁応力を評価する。 

2. 既報の実験 5) 

本論で検討対象とする CLT 壁を内蔵する柱梁架構の

実験結果は文献 5)で詳述されている。以下では，本報の

検討に必要な概要について抜粋して示す。 

2.1 試験体概要 

本研究は Fig.1に示すRCラーメン構造と CLT壁の混

構造である 6 階建ての試設計建物を研究対象とした。

本研究の試験体は赤枠で示す対象建物の梁間方向構面

2 階から切り出した約 40%スケールの部分架構であり，

検討対象の試験体を Fig.2 に示す。また，試験体の RC

架構の配筋図を Fig.3 に，研究対象建物と比較した試験

体諸元を Table1 にそれぞれ示す。試験体 BF は柱梁架

構のみの試験体である。試験体 4CLT-60 は壁厚 60mm，

長さ 555mm，高さ 880mm の CLT パネルを間柱の左右

に 2 枚ずつ計 4 枚組み込んだ試験体である。本実験で

製作した CLT 壁を内蔵する試験体において RC 架構と
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(a) Framing elevation (b) Ground floor plan 

Fig.1 Prototype building（unit: mm） 
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CLT 壁間及び CLT パネル間にアンカーを設けない方針

とし，面外方向へのはらみだしを抑制するため梁との

境界部に 5mmのふかしを設けた。また，コンクリート，

柱梁鉄筋及び CLT の材料特性は Table2，3 及び 4 にそ

れぞれ示す。 

2.2 載荷計画 

実験時の試験体設置図を Fig.4 に，水平載荷履歴を

Fig.5 にそれぞれ示す。試験体は上下階の柱端部に 4 台の

ピン支承を取り付け，載荷装置に固定した。各試験体と

もに南北の鉛直オイルジャッキによって各柱断面に対し

コンクリート設計基準強度（Fc=33N/mm2）に基づく軸力

比 0.15（=659kN）の初期軸力を加え，その一定軸力下で

静的漸増繰り返し水平力載荷を行った。水平力載荷は両

側柱の層間変形角の平均値 R（=δave./h）に基づく変位と

Table1 Specificaitons of RC frame and CLT wall 

  Prototype Specimens 

Column 

B ×D (mm) 900×900 360×370 

Long. rebar 14-D29 12-D13 

ptc 0.48% 0.48% 

Shear rein. D13@100 2-D6@60 

pwc 0.28% 0.29% 

Beam 

B ×D (mm) 550×650 220×260 

Long. rebar 
Top：5-D25 

10-D10 
Bottom：4-D25 

ptb 
Top：0.80% 

0.71% 
Bottom：0.64% 

Shear rein. D13@100 4-D6@60 

pwb 0.92% 0.96% 

Intermediate 

post 

B ×D (mm) 300×400 120×160 

Long. rebar 8-D16 8-D10 

pt 0.50% 1.48% 

Shear rein. D10@100 2-D4@50 

pw 0.48% 0.47% 

CLT 

W × H × t (mm) 2,850×2,310×210 555×880×60 

CLT layup 5-layer 7-ply 5-layer 5-ply 

CLT tree species Japanese cedar Japanese cedar 

ptc, ptb, pt：Tensile reinforcement ratio (%) 

pwc, pwb, pw：Shear reinforcement ratio (%) 

W: Width of CLT, H: Height of CLT, t: Thickness of CLT 

 

  
(a) BF (b) 4CLT-60 

Fig.2 Specimen types（unit:mm） 

 

 
（a）Sectional elevation 

 

   
i) Column 

(Section at C-C’) 

ii) Beam 

(Section at B-B’) 

iii) Intermediate post 

(Section at M-M’) 

（b）Cross section 

Fig.3 Details of RC frame specimens（unit: mm） 

 

1,110 1,110

8
8
0

555

8
7
0

555 555 555

1
,6

0
0

8
8
0

2
6
0

2
6
0

B
B
’

370 1,110 160

D10(SD295)

2-D4@50(SD295)

D13(SD390)

4-D6@60(SD295)

M M’

C C’

D10(SD345)

2-D6@60(SD295)

370

3
6
0

D13

(SD390)

2-D6@60

(SD295)

220

2
6
0

D10(SD345)
4-D6@60(SD295)

1
2
0

160

D10

(SD345)

2-D4@50

(SD295)

Table2 Material properties of concrete 

 Elastic modulus Compressive strength 

BF 26×103 N/mm2 35.5 N/mm2 

4CLT-60 27×103 N/mm2 37.8 N/mm2 

 

Table3 Material properties of reinforcement 

 Elastic modulus Yield stress Yield strain 

D4* 

(SD295) 
199×103 N/mm2 412 N/mm2 4.07×10-3 

D6* 

(SD295) 
189×103 N/mm2 380 N/mm2 4.06×10-3 

D10 

(SD295) 
197×103 N/mm2 360 N/mm2 1.96×10-3 

D10* 

(SD345) 
180×103 N/mm2 378 N/mm2 4.11×10-3 

D13 

(SD345) 
182×103 N/mm2 460 N/mm2 2.54×10-3 

*0.2% offset method 

Table4 Material properties of CLT 

(a) Full compression 

 Elastic modulus Compressive strength 

Parallel to fiber 

on the surface 
74×102 N/mm2 21.7 N/mm2 

Perpendicular to fiber 

on the surface 
64×102 N/mm2 18.1 N/mm2 

(b) Partial compression 

 Elastic modulus Compressive strength 

Parallel to fiber 

on the surface 
39×102 N/mm2 23.45 N/mm2 

Perpendicular to fiber 

on the surface 
31×102 N/mm2 19.34 N/mm2 

 

 
𝛿𝑎𝑣𝑒. = {(𝛿1 − 𝛿2) + (𝛿3 − 𝛿4)}/2 𝑅 = 𝛿𝑎𝑣𝑒./ℎ 

Fig.4 Test set-up and loading system 

 

 

 cycle 

R=±0.0625%rad 1 

R=±0.125%rad 1 

R=±0.25%rad 2 

R=±0.5%rad 2 

R=±1.0%rad 2 

R=±2.0%rad 2 

R=±3.0%rad 2 

R=±4.0%rad 2 

R=＋10.0%rad Push-over 

Fig.5 Lateral loading history 
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し，Fig.5 に示す載荷履歴に従い正負交番の繰り返し載荷

を行った。 

2.3 実験結果 

各試験体の荷重―変形角関係を Fig.6 に，最終破壊の

ひび割れ図と写真を Fig.7 にそれぞれ示す。 

以下に，実験結果より得られた知見をまとめる。 

(1) RC柱梁架構に内蔵する CLT壁が RC架構の初期

剛性及び水平耐力の増大に寄与することを実験

的に確認した。CLT 壁を内蔵した試験体の初期剛

性を柱梁架構のみの試験体と比較した結果，初期

剛性は約 2.5 倍，メカニズム形成時耐力は約 2.1

倍増大した。 

(2) CLT壁の内蔵がRC架構の損傷状況に影響を与え

ることを確認した。CLT 壁を設けることで柱梁架

構のみの試験体 BFより梁主筋が早期に降伏した。

また，RC 梁のひび割れ状況に着目すると，梁両

端部でせん断ひび割れが増大する端部と曲げひ

び割れが支配的となる端部が発生した。さらに，

間柱においては材軸に直交する水平ひび割れが

発生した。上記の損傷は Fig.7(b)に示す CLT 壁の

ロッキング挙動によるパンチングシアが周辺架

構に伝達されたことが要因と考えられる。 

 

3. 数値解析の方法と結果 

 2 章の実験結果より，CLT 壁を設けることで RC 架構

の構造性能（初期剛性及びメカニズム耐力）が向上した

ことから，上記のメカニズムを把握するために数値解析

を計画した。検討ではマクロモデルを用いて数値解析を

実施し，試験体の実験的な挙動と性能を再現することで

解析モデルの妥当性を検証する。なお，解析は汎用の非

線形フレーム構造解析プログラム SNAP6)を用いた。 

3.1 架構のモデル化 

 2 章の実験結果より，試験体の挙動や性能を評価する

ためには，梁に対する軸力と曲げの相関及び試験体

4CLT-60では CLT壁のロッキング挙動を考慮する必要が

ある。そこで，これらを合理的に考慮するため，3.2 節で

詳述するマルチスプリング（MS）モデル 7)を主に用い，

各試験体を Fig.8 に示すようにモデル化した。解析モデ

ルは実験と同様に階高を 1,140mm，柱中心間距離を

2,750mmとし，上層及び下層のピン中心までを表現した。

解析モデルにおいて試験体の上下層の柱に取り付くピン

支承は剛体と仮定した。 

各試験体において柱，梁，間柱の危険断面位置は接続

する部材のフェース位置とし，剛域は節点から危険断面

位置より D/4（D：各部材のせい）内側までとした。CLT

壁を有する試験体 4CLT-60 において，CLT 壁の危険断面

は節点から梁せいの 1/2（梁フェース位置）とし，剛域は

節点から危険断面までの範囲とした。また，梁部材の柱

から間柱の区間を一本の部材として，CLT 壁による節点

は中間節点として取り扱った。解析では実験と同様に上

部ピン支点に長期軸力を模擬した節点荷重659kNを各柱

柱頭に載荷し，上層頂部に強制変位を与え，各節点の x

方向変位から求まる左右の中間層柱の層間変形角によっ

て制御した。層関変形角は，2.2 節に示す載荷計画と同様

に，両側柱の平均値を用いた。 

3.2 部材及び材料のモデル化 

 柱及び梁，間柱，CLT 壁は軸力―曲げモーメント相関

関係を評価するために MS モデルを採用し，せん断は弾

性として定義した。Fig.9 に各部材における MS モデルの

要素分割を示す。また，同図中の記号は Fig.8 に示す記

号とそれぞれ対応している。 

△ Flexural cracking of beam ▲ Yielding of beam long. rebar ▼ Compression failure of beam 

■ Compression failure of CLT ◆ Mechanism strength（Qy） ● Maximum strength（Qmax） 

  
(a) BF  (b) 4CLT-60 

Fig.6 Lateral force vs. inter-story drift angle relationships 

 

South        North South        North 

  
(a) BF  (b) 4CLT-60 

Fig.7 Final failure state of specimens（R=10.0％rad） 
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(1) 試験体 BF  

 柱の塑性ヒンジ長さは柱せい Dcの半分（=185mm）と

仮定し，梁と間柱の塑性ヒンジ長さは Fig.11 に示す実験

の損傷状況に基づき，梁せい Db（=260mm）と間柱せい

Dip（=160mm）を与えた。なお，MS モデルを除く線材部

分の軸剛性，曲げ剛性及びせん断剛性については各部材

の断面性能の値を与えた。 

(2) 試験体 4CLT-60 

 CLT 壁を有する試験体において，柱及び梁，間柱は試

験体 BF と同様のモデルとした。CLT 壁は実験において

CLT パネルがロッキング挙動を示したことから，CLT パ

ネルは曲げ挙動が支配的と考え，MS モデルを用いてモ

デル化した（Fig.8(b)と 9(d)）。また，CLT 壁の塑性ヒン

ジ長さの設定方法には明確な根拠がないが，圧縮挙動を

表現する必要があることから RC 壁を参考に壁厚の 2.5

倍 8)と仮定した。CLT 壁の塑性ヒンジ長さの妥当性につ

いては今後さらなる検討が必要である。なお，CLT 壁の

MS モデルを除く線材部分の軸剛性，曲げ剛性及びせん

断剛性についても CLT パネルの断面性能の値を与えた。 

Fig.10 に MS モデルの要素に用いたコンクリート及び

鉄筋，CLT の材料モデルをそれぞれ示す。コンクリート

の圧縮側は Hognestad モデル 9)とした。引張側はひび割

れ強度までを線形で定義し，ひび割れ後においては線形

劣化モデルで定義し，応力零点は引張強度時変形の 2 倍

と仮定した。ただし，コンクリートの引張強度は鉄筋コ

ンクリートの構造計算規準 10)から求めた。また，鉄筋は

Fig.10(b)に示す Bi-linear 型とし，圧縮側・引張側ともに

降伏後の剛性を 0.001×Es（Es：鉄筋のヤング係数）とし

た。なお，解析における材料特性は Table2 及び 3 の材料

試験値を用いた。Fig.10(c)に示すように CLT 壁の圧縮側

は既往研究 11)で適合性を確認した Hognestad モデルを採

用した。また，引張側は CLT壁がロッキング挙動をした

ため，応力を負担しないものとした。解析における CLT

壁の材料特性は Table4 (b)に示す部分圧縮試験の強軸方

向の値を用いた。 

3.3 解析結果とその分析 

 Fig.11 に層間変形角 R=1.0%rad まで（本稿では概ね実

務で想定する範囲の変形について比較とする方針とした）

の実験結果及び単調載荷による解析結果における骨格曲

線の比較を示す。試験体 BF について初期剛性，梁降伏

後の耐力を精度よく評価しており，総じて実験で得られ

た架構全体の水平荷重－水平変形角関係を概ね評価する

ことができた。一方，CLT 壁を有する試験体 4CLT-60 は

解析結果が実験結果の梁降伏後の耐力を概ね評価したも

のの，初期剛性は解析値が実験値を過小評価した。これ

は，数値解析においては RC梁への CLT パネルの埋め込

みを無視したため，CLT パネルの引張抵抗を考慮してい

ないためと考えられる。また，両試験体ともに解析結果

におけるメカニズム形成は実験より早期に発生している。

これは MS モデルの解析において平面保持仮定をしたこ

とにより，鉄筋の抜け出し効果を考慮していないことが

一因と考えられる。 

試験体 4CLT-60における架構の柱（間柱を含む）と CLT

壁のせん断力負担の内訳を水平荷重－層間変形角関係に

より比較して Fig.12 に，軸力負担の内訳を Fig.13 にそれ

ぞれ示す。なお，Fig12 及び，Fig13 におけるせん断力及

び軸力は各鉛直部材端部に設けているマルチスプリング

より，応力（曲げモーメント及び軸力）を抽出して算定

した。また，Fig.12 では試験体 BF の解析結果を併せて

示す。試験体 4CLT-60 の RC 架構のメカニズム時の耐力

は 57.7N であり，試験体 BF に対し約 45%であった。ま

た，CLT 壁の耐力に着目すると，メカニズム時の耐力は

158.0kN であり，その際にせん断力負担の割合は RC 架

  

  
(a) Column (b) Beam 

   

(a) BF (b) 4CLT-60 (c) Intermediate post  (d) CLT 

Fig.8 Overall analysis models for the specimens Fig.9 MS model（unit: mm） 
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fw

Ew

ε0

λfw

εμε0

σ

fc

Ec

ε0
ε

λfc

ft

dtτdt
με0

σ σ

fy

Es

-fy

ε

 

- 802 -



構が 27%，CLT 壁が 73％であった。上記のように CLT 壁

が架構全体に対し，大きくせん断力を負担するのは変形

の進行に伴う CLT 壁のロッキング挙動により Fig.13 に

示す大きな軸力が CLT 壁に作用したことに起因する。 

以上の解析結果より，解析モデルは実験結果の骨格曲

線を比較的良好に評価することができた。しかしながら，

試験体 4CLT-60 の解析結果における応力図をみると

Fig.14に示すように梁がCLT壁との解析モデル上の節点

で曲げ戻しを受けるため，実際の実験結果に対する梁の

応力状態が正しく評価されていないことを確認した。こ

れは本解析において CLT 壁を線材要素に置換したこと

に起因するため，以下では実際の梁の応力を解析結果に

基づいて推定する方法について提案し考察する。 

 

4. 梁応力図の補正 

 本章では，実験で観察された試験体挙動に対応した梁

応力図を得ることを目的とし，CLT 壁のロッキング挙動

によって梁に作用するパンチングシア（鉛直力）を RC 架

構モデルに直接入力し，梁応力の補正を行う。その具体

的な手順について以下に詳述する。 

(1) Step①：3 章で示した解析モデルを用い，任意の層

間変形角の条件の下で，CLT壁及び線材要素から上

下梁に伝達されるせん断力及び線材端部の MS 要

素における軸応力を抽出する（Fig.15(a)）。また，本

試験体は間柱を有するため，間柱端部の応力（曲げ

モーメント，せん断力，軸力）も併せて抽出した。 

(2) Step②：RC 架構のみのモデルに対して，Step①で抽

出した応力（CLT のせん断力と軸応力）を初期荷重

として入力した後，目標変形角 R に至るまで増分

解析を行う。初期荷重として扱うせん断力（青色矢

印）は節点への集中荷重，軸応力（赤矢印）は分布

荷重としてそれぞれ入力する（Fig.15(b)）。また，解

析対象の試験体は架構内に間柱を有しているため，

step①で抽出した間柱応力（灰色矢印）を初期荷重

として同様に入力する必要がある。なお，本解析に

おいて CLT 壁要素及び間柱より抽出した応力を初

期荷重として入力した場合でも本来の数値解析結

果（Fig.14）と大差ないことを併せて確認した。 

上記の補正方法より，実験で観察された試験体挙動

（CLT 壁のロッキング挙動）に対応した梁応力図を得る

ことができた。その応力図を試験体 4CLT-60 のメカニズ

ム時（R=+0.63%rad）を対象として Fig.15(c)に例示する。 

 

5.まとめ 

本研究では CLT 壁を有する RC 架構（梁降伏先行型）

の基礎的な構造性能の把握を主な目的として，CLT 壁の

有無を変動因子とする静的繰り返し載荷実験を対象に数

値解析を実施し，CLT 壁が RC 架構の構造性能に与える

 

Fig.14 Bending moment diagram (R=+0.63%rad) 
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Fig.12 Lateral force contributions of RC columns 
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Fig.13 Axial force contributions of RC columns 
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影響を分析し報告した。本研究で得られた知見を以下に

示す。 

(1) 実験結果より CLT 壁のロッキング挙動が見られた

ため，これを MS モデルに置換する解析モデルを示

した。本解析モデルは実験で得られた架構全体の水

平荷重－水平変形関係（実務で想定される R= 

1.0%rad まで）を概ね評価することができた。しか

し，CLT 壁を有する試験体 4CLT-60 の初期剛性にお

いて，解析値が実験値を過小評価した。これは，数

値解析において RC梁への CLTパネルの埋め込みを

無視したため，CLT パネルの引張抵抗を考慮してい

ないことに起因する。 

(2) 解析においては CLT 壁を線材要素としてモデル化

したため，梁の実際の応力状態を直接的に評価して

いない問題を指摘し，その補正方法を提示した。 
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(a) Step① (b) Step② (c) Bending moment diagram 

Fig.15 Correction method for the beam stresses (R=0.63%rad) 
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